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どのような人が雇用不安や就業形態への満足を感じ
ているのか : 就業意識の日中仏米4カ国比較
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どのような人が雇用不安や就業形態への満足を感じているのか
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日本の場合,世帯の稼得責任を背負っているのが
男性である事が多いためと考えられる。曰本の女
性では，パートタイマーが多かったこと，日本の
男性では,年収が高い者は雇用不安を感じる者が
少なかった事からも，この点は裏付けられるであ
ろう。また，日本の女性のみ，非自発的な退職を
経験した者が雇用不安を感じる者が多かった。日
本の男性の場合は有意ではなかったことからも，
女性特有の再就職の難しさがあると思われる。米
国では，女性でも，自発的退職を経験している者
は雇用不安を感じる者が少なかった。この点で
は，曰本の男性と同様である。これらは転職のた
めの自発的退職であったのであろう。
日本では結婚や出産により退職する女性が多い
ことは，既に総務省の「労働力調査」などで指摘
されている。戦後，様々な施策が行われたが，均
等法施行以後に初職を開始した世代においても，
仕事を続けるならば出産はしない，出産するなら
ば仕事はやめる，というく仕事か育児か＞の二者
択一的状況が根強く残っているという指摘(池田
,2006）もある。仮にフランスのような雇用規制
を曰本にも導入するという事は困難だとしても，
男女が共に働ける環境を整備する事は，結果的
に，日本の女性にとってメリットになるだけでは
なく，日本の男性が非常に高く感じている雇用不
安を緩和する事にもつながるのではないだろうか。
5．今後の課題
今後の課題は以下の二点である。第一に、本研
究では，あくまでも－項目で尋ねことに注意が必
要である。すなわち全体的な雇用不安や就業形態
への満足度について尋ねたことになる。今後は尺
度を用いるなど,複数の項目で尋ねて詳細に検討
していく必要があるで芯ろう。第二に、雇用情勢
の変化の影響を検討するために、複数の年度で同
様の調査を行い、比較をする必要がある。
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